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損害賠償額の調整による環境リスクコントロール
― 損害賠償法のリスク抑止力の改善策 ―
Environmental Risk Control Using Adjusted Damages
A Method for Improving Deterrence of Tort Law
桑　名　謹　三
Kinzo Kuwana
Abstract
　　The literature on law and economics denotes that tort law optimizes the injuring firms’ precaution. 
But this function is weakened, when the firms cause environmental harm, because the firms can sometimes 
escape liability due to expensive litigation costs and victims’ difficulty in establishing the cause of their 
damage to be the firms’ activities. In USA, punitive damages sometimes are levied on the firms in order 
to solve the underdeterrence problem. Although there are many studies on punitive damages, almost all 
of them ignore the judgment proof problem which is thought to often occur in case of environmental risks. 
This paper analyzes punitive damages as adjusted damages in order to revitalize the deterrence of tort law 
for environmental risks, taking the firms’ insolvency into account. It is shown that both having the firms 
pay adjusted damages and increasing the probability that the firms pay the victims are useful policy.
Keywords: punitive damages, environmental risk, tort law, deterrence, law and economics
要　旨
　法と経済学においては、損害賠償法は加害者である企業の防災活動を最適化することによって、社会的厚
生を最大化するとされている。しかしながら、損害賠償法を環境リスクに起因する損害に適用するときは、
損害賠償法の抑止力は大きく減じられる。なぜならば、環境リスクにおいては、高額の訴訟コスト等の要因
により、被害者が企業に対して損害賠償請求を行なわない場合が多いからである。
　ところで、米国では、このように企業が損害を生じさせているにもかかわらず、実際に損害賠償金を支払
う確率が小さい場合について、損害賠償法の抑止力を改善するために、被害者の実際の損害額に加えて懲罰
的損害賠償の支払いが企業に命じられることがある。この懲罰的損害賠償に関するほとんどすべての先行研
究において、環境リスクで最も懸念される企業の破産が考慮されていない。
　そこで、本論では、この懲罰的損害賠償を単なる損害賠償額の調整と捉えて、損害賠償率が低い環境リス
クに起因する損害について、損害賠償法を用いて企業の防災活動を向上させる手段として分析した。その際
には、法と経済学による多くの先行研究で無視されてきた企業の破産を考慮に入れた。
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　その結果、損害賠償額の調整による損害賠償法の抑止力の改善策は、裁判における運用方法を改めるとと
もに、損害賠償率の引上げ政策と併用することによってその有用性を高めれば、日本においても導入を検討
する価値があることがわかった。
キーワード：懲罰的損害賠償、環境リスク、損害賠償法、抑止力、法と経済学
1．はじめに
　法と経済学においては、損害賠償法は加害者
である企業の防災活動を最適化することによっ
て、社会的厚生を最大化する機能を有するとされ
ている（Shavell，1987）。この機能は、抑止力
（deterrence）と呼ばれている。しかしながら、
損害賠償法を環境リスクに起因する損害に適用す
るときは、損害賠償法の抑止力は大きく減じられ
る。なぜならば、環境リスクにおいては、被害者
が自身の損害を把握することが容易でないこと、
また、たとえ被害者が自身の損害を確認できても、
企業の活動と被害者の損害の因果関係を立証する
ためには多大なコストが必要となること、さらに、
訴訟コストが高額になることから、被害者が企業
に対して損害賠償請求を行なわない場合が多いか
らである 1）。これは、舩橋（2001）も指摘してい
るように公害の被害は社会的弱者、特に所得水準
の低い人達に集中し、結果として被害者は訴訟コ
ストを負担できずに加害企業を提訴できなくなっ
ていることを示している。したがって、公害のよ
うな環境リスクに起因する損害については、損害
賠償法の抑止力が有効に機能せずに、企業の防災
活動は低い水準にとどまっている可能性が大き
い。
　ところで、米国では、このように企業が損害
を生じさせているにもかかわらず、実際に損害
賠償金を支払う確率（以下「損害賠償率」とい
う。）が小さい場合について、損害賠償法の抑止
力を改善するために、被害者の実際の損害額に
加えて懲罰的損害賠償（Punitive Damages）の
支払いが企業に命じられることがある 2）。懲罰的
損害賠償に関する先行研究は多岐にわたってい
る。Polinsky and Shavell（1998）は、被害者の
実際の損害額に懲罰乗数を乗じたものを企業に支
払わせることとし、その懲罰乗数を損害賠償率の
逆数とすることによって企業の防災活動が最適
化されるという公式（以下「公式」という。）を
提示した。また、Abraham and Jeffries（1989）
は、懲罰的損害賠償の額を決定する際に加害者で
ある企業の資産を考慮すべきではないと論じた。
Polinsky and Che（1991）は、懲罰的損害賠償
によって企業の防災活動が最適化されている状態
で、損害賠償率を引上げるような政策を実施すれ
ば、訴訟コストの増加によって社会的厚生が悪化
するとした。Boyd and Ingberman（1999）は懲
罰的損害賠償によって企業は資産を隠す行動に出
るため、企業の防災活動は逆に低下すると指摘し
た。Boyd and Ingberman（1999）を除けば、こ
れらの法と経済学による先行研究のほとんどすべ
てが、懲罰的損害賠償によって破産してしまう企
業が存在することを考慮していない。しかし、環
境リスクにおいては、小規模の生産活動が巨額な
損害を生じさせ、その結果、企業が破産に追い込
まれる頻度が、他のリスクに比べて多いと考えら
れる。したがって、環境リスクのコントロールの
手段の 1 つとして懲罰的損害賠償の効果を分析す
る場合は、企業の破産を考慮しなければ、その有
用性は大きく減じられる。
　日本においては、懲罰的損害賠償を企業に課す
ることは、いくつかの裁判例において否定されて
いる。しかしながら、三沢（1993）、丹羽（2008）、
古賀（1998）などは、法律学的な分析に基づき、
悪質な加害者については、懲罰的損害賠償を課す
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べきであると主張している。しかし、これらの研
究は、「懲罰」の観点から懲罰的損害賠償の導入
を支持しているのであって、懲罰的損害賠償の抑
止力を法と経済学により分析したものではなく、
本論の分析の助けとなるものではない。
　そこで、本論では、この懲罰的損害賠償を完全
に「懲罰」と切り離し、損害賠償率が低い環境リ
スクに起因する損害について、損害賠償法を用い
て企業の防災活動を向上させる手段として分析す
ることとする。その際には、法と経済学による多
くの先行研究で無視されてきた企業の破産を考慮
に入れる。なお、以下においては、懲罰的損害賠
償を「調整損害賠償」と、懲罰乗数を「調整乗数」
と呼ぶこととする。理由は、本論で分析する懲罰
的損害賠償は、「懲罰」の意味を一切持たないか
らである。
2．分析の手法
　分析は、まず、モデルを用いて解析的な分析を
行った後、その内容を数値シミュレーション 3）を
行い図を描くことによって確認するという手法を
用いて行った。
2.1　モデル
　債務免責者問題とは、損害を引起した企業が破
産し損害賠償金を支払えなくなる問題である。本
論では企業の破産を考慮に入れることから、モデ
ルは債務免責者問題の分析モデルの 1 つである桑
名（2008）のモデルに損害賠償率と調整乗数を組
み込んだものを採用した。
　債務免責者問題の先行研究では、企業の生産活
動と防災費用は独立変数として設定されている
が、このモデルは生産活動の規模が防災費用に影
響を与えるという、より現実性のある設定を採用
している。さらに、米国の裁判では防災費用ベー
スで過失等の認定が行なわれることがあるもの
の、日本においては、そのような状況は、ほとん
どの場合妥当しないことから、このモデルでは、
防災費用と注意水準を分離し、注意水準を示す指
標を汚染量としている。このことによって、数値
シミュレーションに環境工学の知見を採り入れ、
よりライクリーな分析が可能となっている。
　したがって、このモデルの債務免責者問題
に関する先行研究のモデルに対する位置付け
は、Dari-Mattiacci and De Geest（2006）が 現
実世界のリスクを最も適切に表現できるとした、
事故発生確率・損害額同時制御モデル（Joint-
Probability-Magnitude Model）に生産活動の要
素を組み込んで現実性を増すとともに、注意水準
と防災費用を分離することによって、より日本法
に適合的にしたものということである。
　また、このモデルと調整損害賠償に関する多
くの先行研究のモデルとの大きな相違は、企
業の破産を考慮している点である。Boyd and 
Ingberman（1999）のモデルは企業の破産を考
慮しているが、損害賠償率を変数としていない点
において本論のモデルと異なる。
　リスク中立者で初期資産以外は同質である企業
が複数存在し、それらの企業がある財の生産活動
に伴い有害物質を排出する場合を想定する。具体
的には、化学工場のパイプから有害物質が漏洩し、
工場周辺の住民に健康被害が生じた結果、化学工
場の事業主が損害賠償責任を負うようなケースを
想定する。ただし、住民に実際に損害が発生して
も、損害の発生や損害の原因が企業であることを
住民が把握することが困難であること、また、訴
訟コストが高額になること等の理由により、住民
が企業に対して損害賠償請求をしない場合がある
ものとする。つまり、企業が損害を生じさせても、
その損害に対して損害賠償金を支払わない場合が
あるものとする。さらに、裁判官は損害賠償率を
把握できるものとする。
　また、企業が有責とされる法律上の基準につい
ては、厳格責任が適用されるものとする。理由は、
日本の環境法は事実上厳格責任として運用されて
いる（牛山，1991，pp.48-50）こと、さらに法と
経済学における過失責任の定式化が日本の過失責
任の認定基準とは必ずしも整合的でないことであ
る。
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　今、財の価格を 、財の生産量を 、財の生産費
用を 、有害物質の排出量を 、有害物質排出
に伴い事故が発生する確率を 、事故発生の場
合の被害者の実際の損害額を 、防災費用（有
害物質の削減費用）を 、損害賠償率を 、
調整乗数を とする。
　企業の初期資産を 、事故があった場合の企
業の資産を 、無事故の場合の企業の資産を
とし、企業が負担しなければならない法律上の責
任額は被害者の実際の損害額に調整乗数を乗じた
であることに注意すると
 （1）
 （2）
の（ソルベントな）ときの企業の期待資産
は、企業が損害賠償金を支払う確率が
であることに注意すると、
　　　　  （3）
の（インソルベントな）ときの企業の期待
資産 は、企業にとって負の資産は存在しない
ことから、
　　　　　  （4）
となる。ところで、
 （5）
 
  （6）
であるが、（5）式と（6）式とは同値であるので、
企業が最適化行動をとるとき、ソルベントであろ
うとなかろうと、双方とも、 は、同じ関数
で表すことができる。
　このとき企業の利潤を
とおき以下においては
の代わりに という表記を用いる。1 企業あた
りの社会的厚生 は、企業の利潤より企業の生
産活動に伴う社会的費用、換言すれば、発生する
損害の期待値を控除したものとなるから、
 （7）
であり、後述の（10）式、（12）式、（13）式よ
り上に凸の曲線で示されることとなる。
2.2　仮定
　生産費用については、費用逓増を想定し、
 （8）
を仮定した。防災費用（有害物質の削減費用）に
ついては、有害物質の排出量が大きくなるとその
削減費用は減少すること、また、生産量が増加す
ると有害物質の排出量が大きくなり、それに伴い
有害物質の削減費用は大きくなることを想定し、
 
　　　　　　  （9）
を仮定した。なお、 の仮定は、有害
物質の排出量が大きくなれば、生産量の増加に伴
う防災費用の増加の程度が小さくなるという仮定
である。損害額については、有害物質の排出量の
増加に伴い加速度的に増加するものと想定し、
  （10）
を仮定した。事故発生時の企業の資産については、
以下を満たす が存在するものとした。
のとき ， のとき  （11）
　これは、有害物質の排出量の増加に伴う、企業
の利潤の増加の程度よりも、企業の責任額の増加
の程度が大きいと想定したものである。事故発生
確率については、有害物質の排出量の増加に伴い
加速度的に増加するものと想定し、
 （12）
を仮定した。なお、 という仮定は、確率
密度関数の傾きが正であるような比較的確率の小
さい領域においてのみ有害物質が排出されている
ということで、それ以上の有害物質の排出量にな
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れば、行政が規制を行なうであろうという前提に
立つものである。利潤については、有害物質を一
種の生産要素と見たとき、その投入の増加に伴う
利潤の増加が逓減することを想定し、
  （13）
を仮定した。なお、 については、（5）式、
（8）式、（9）式より成立する。さらに、解析的な
分析においては内点解の存在を仮定した。
2.3　定義
　定義は以下のとおりとする。
定義 1　本論における注意水準 4）を表す指標は、
有害物質の排出量 （以下「汚染量」という。）
とする。したがって、汚染量が高く（低く）な
れば、注意水準は低く（高く）なる。
定義 2　汚染量 において（7）式で示される社
会的厚生が最大化されるものとする。また、
を最適汚染量ということとする。
定義 3　汚染量 において、ソルベントな場合
の期待資産 が最大となり、その最大値を
とする。
定義 4　汚染量 において、インソルベントなと
きの期待資産 が最大となり、その最大値を
とする。
定義 5　 を満たす企業の初期資産を
注意水準移行初期資産5）とし、その値を とする。
定義 6　初期資産と汚染量の関係を示す曲線を汚
染量曲線ということとする。
定義 7　 の場合は、訴訟に要するコ
ストがゼロであり、かつ、企業が引起した損害
およびその損害と企業活動との因果関係をコス
トゼロで被害者が把握できるという現存しない
状態を示すことから、 の場合を理
想状態と呼ぶこととする。
定義 8　企業の最適化行動は次のとおりとする。
企業は、事故が発生したときの企業の資産が
正（ソルベント）であるという制約条件の下に
を求める。次に事故が発生したときの企
業の資産が 0 以下（インソルベント）であると
いう制約条件の下に を求める。企業は、
と のどちらが大きいかを確認し、大
きな方の期待資産を実現する汚染量を採用する。
3．分析結果
3.1　損害賠償率・調整乗数の効果の現れ方
　まず、理想状態におけるモデルの性質について
確認しておく。なお、以下において、理想状態で
ある場合をそれ以外の場合と区別するときには適
宜、右肩付文字 0 を付すこととする。理想状態 
（ ）であるとき、（3）式、（4）式は、
 （14）
 （15）
となる。定義 4 より
のとき  （16）
である。（16）式の両辺を ， で全微分すると、
（12）式、（13）式より
  （17）
が得られる。次に定義 3より は の
解であって、 に依存しない値となり、 
と（7）式を で微分した式とは同じであることに
注意すれば、
  （18）
となることが分かる。ところで、定義 3 より
 （19）
であるので、
  （20）
となる。また、定義4より の解が
であるので、 は の関数 とおくことが
できる。このとき、 は の関数となるので、
包絡線定理を用いると
 （21）
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と な る。 し た が っ て、（20） 式、（21） 式 よ り
で ならば、ただ 1 つの が
存在することとなる。
　図 1 は、理想状態（ ）のときの、汚
染量曲線を数値シミュレーションで描いたもので
ある。インソルベントなときの汚染量 は企業
の初期資産の増加とともに減少し、初期資産が注
意水準移行初期資産（＝約 350）に達すると、汚
染量は一定値であるソルベントなときの汚染量
（= 約 21.8）に飛びつくことが分かる。
　したがって、損害賠償率を導入することの効果、
つまり、企業が損害を引起しても損害賠償金を支
払わなくてもすむ場合があるときの効果、さらに、
そのような状況に対応すべく調整乗数を導入した
場合の効果の分析とは、理想状態と比較して、①
右下がりの曲線で示されたインソルベントなとき
の汚染量、②注意水準移行初期資産、③水平な直
線で示されたソルベントなときの汚染量、が損害
賠償率・調整乗数の導入によってどのような影響
を受けるのかを把握することとなる。
3.2　法と経済学における公式の意味
　ここで、法と経済学における調整乗数を算出す
るための公式の意味を確認しておく。
　【公式】：損害賠償率が ならば、企業の防災活
動を最適化する調整乗数は となる。
　この公式を（3）式に適用すると、 は（14）
式で示される と等しくなり、それを最大化す
る汚染量は、（18）式で示されるとおり最適値と
なる。しかしながら、この公式は、企業がインソ
ルベントなとき、換言すれば企業の期待資産が（4）
式で示される となる場合があることを無視し
たものである。
　そこで、以下においては、企業がインソルベン
トな場合も含めて、この法と経済学における公式
を適用することが効率的であるかどうかについて
確かめることとする。
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図 1　理想状態の汚染量
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3.3　損害賠償率の効果
　ここでは、企業が損害を引起しているにもかか
わらず損害賠償金を支払わない場合があるとき、
つまり、損害賠償率が 1 未満のときに汚染量曲線
がどのように変化するかを調べる。
　まず、企業がソルベントなときの汚染量の変化
を調べる。企業がソルベントなときの汚染量 は
を最大化する。内点解の存在を仮定している
から、 は の解となる。（3）式より
は、
 （22）
となる。（22）式の両辺を ， で全微分した結果
と、（10）式、（12）式、（13）式、調整乗数 は
正であることより、
  （23）
が得られる。したがって、ソルベントなときの汚
染量は、損害賠償率の増加に伴い減少することが
わかった。
　次は、インソルベントなときの汚染量の変化を
調べる。企業がインソルベントなときの汚染量
は を最大化する。内点解の存在を仮定してい
るから、 は の解となる。（4）式よ
り は、
 （24）
となる。（24）式の両辺を ， で全微分した結果
と、（12）式、（13）式より、
  （25）
が得られる。したがって、インソルベントなとき
の汚染量は、損害賠償率の増加に伴い減少するこ
とがわかった。
　次は、注意水準移行初期資産の変化を調べる。
定義 3、定義 4、定義 5 より
 （26）
が成立する。定義 3 より（26）式の左辺を で偏
微分したものの値は0であること、定義4より（26）
式の右辺を で偏微分したものの値は 0 であるこ
とに注意して、（26）式の両辺を ， ，  ， で
全微分し整理すると
　　　　　　　　　　  （27）
が得られる。ところで、（11）式および企業の最
適化行動より、 であることから
  （28）
となる。さらに、 ， より、
 （29）
である。（29）式の右辺は、（1）式に およ
び を代入したもの、つまり、ソルベントな
ときの事故発生時の企業の資産である。定義より
ソルベントなときの事故発生時の企業の資産は正
であることから、（29）式の右辺は正となる。し
たがって、
 （30）
である。（27）式、（28）式、（30）式より、
  （31）
が得られる。したがって、損害賠償率が増加する
に伴い注意水準移行初期資産は減少することがわ
かった。
　図 2 は、理想状態（ ）の汚染量曲線と、
損害賠償率が 0.5（ ）の場合の汚染量曲線
を示したものである。左下に位置する曲線が理想
状態のもので、右上に位置する曲線が損害賠償率
が 0.5 の場合のものである。ソルベントなときの
汚染量は、理想状態の場合で 21.8、損害賠償率が
0.5 の場合で 23.2 となり、損害賠償率が減少する
ことによって、ソルベントなときの汚染量が増加
している。また、注意水準移行初期資産は、理想
状態で約 350 であったものが、損害賠償率が 0.5
の場合は約 450 となっている。企業の初期資産の
多寡にかかわらず、損害賠償率が 1 より小さくな
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ると汚染量が増加することがわかる。理想状態で
ソルベントなとき、つまり、理想状態の曲線のう
ち水平な直線の部分が示す汚染量が社会的な最適
値であることから、損害賠償率が 1 未満の範囲に
おいて増加すれば、社会的厚生が改善されること
となる。以上より、次の命題を得る。
　【命題 1】
　損害賠償率が増加すると①ソルベントなときの
汚染量は減少し、②インソルベントなときの汚染
量は減少し、③注意水準移行初期資産は減少する。
損害賠償率が 1 未満の範囲で増加するとき、社会
的厚生は改善される。
3.4　調整乗数の効果
　ここでは、調整乗数の導入によって汚染量曲線
がどのように変化するかを調べる。
　まず、企業がソルベントなときの汚染量の変化
を調べる。企業がソルベントなときの汚染量 は
を最大化する。内点解の存在を仮定している
から、 は の解となる。
は、（22）式で示される。（22）式の両辺を ，
で全微分した結果と、（10）式、（12）式、（13）式、
損害賠償率 は正であることより、
  （32）
が得られる。したがって、ソルベントなときの汚
染量は、調整乗数の増加に伴い減少することがわ
かった。
　インソルベントなときの汚染量であるが、
は、（24）式で示され、しかも、 を
含んでいないことから、調整乗数が導入されても
インソルベントなときの汚染量は変化しないこと
がわかる。
　次に注意水準移行初期資産の変化を調べる。損
害賠償率の効果を調べたときと同様に、（26）式
が成立する。（26）式の両辺を ， ， ， で全
微分し整理すると
 （33）
が得られる。つまり、調整乗数が増加すると注意
α=0.5，β=1
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図 2　損害賠償率の効果
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水準移行初期資産も増加するということである。
　図 3 は、損害賠償率が 0.5 のときに、調整乗数
を適用しない場合（ ）と公式により算出さ
れた調整乗数（ ）を適用した場合の汚染量
曲線を描いたものである。調整乗数の適用の有無
にかかわらず、インソルベントなときの汚染量曲
線には変化がないことがわかる。ただし、調整乗
数を適用しない場合の注意水準移行初期資産は約
450 であるのに対して、調整乗数を適用した場合
は、注意水準移行初期資産が約 830 にまで増加
している。そのため、調整乗数を適用したことに
よって、調整乗数を適用する前より汚染量が増加
するケースが出てくる。すなわち、初期資産が約
450 ～約 700 の間にある企業は、調整乗数の適用
によって、より大きな汚染量を選択する。つまり、
この初期資産のレンジに入る初期資産を有する企
業については、公式により算出された調整乗数を
適用すると、社会的厚生が悪化することがわかる。
初期資産が約 700 を超える企業は、調整乗数の適
用によって採用する汚染量が調整乗数適用前より
減少し、さらに、初期資産が約 830 以上の場合は
調整乗数によって汚染量は最適化される。以上よ
り、次の命題を得る。
　【命題 2】
　調整乗数が増加すると①ソルベントなときの汚
染量は減少し、②インソルベントなときの汚染量
は変化せず、③注意水準移行初期資産は増加する。
損害賠償率が 1 未満のときに公式により算出され
た調整乗数を適用しても社会的厚生が改善されな
い場合が存在する。
3.5　ソルベントなときの汚染量を最適化した場
合の損害賠償率の効果
　Polinsky and Che（1991）は、調整乗数を適
用して企業の注意水準を最適化できたときに、損
害賠償率が増加すると、訴訟コストという社会的
費用が増加するため、社会的厚生が悪化すると指
摘している。ここでは、この命題が正しいか否か
について調べることとする。つまり、ソルベント
なときの汚染量を調整乗数を変化させることに
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図 3　調整乗数の効果
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よって、常に最適化できる場合に、損害賠償率の
変化が汚染量曲線にどのような影響を与えるかを
調べる。
　損害賠償率に応じて、ソルベントなときの汚染
量を最適化するためには、公式によって調整乗数
を算出すればよい。つまり、 とすればよい。
このとき、ソルベントな場合の汚染量が最適化さ
れることは、既に 3.2 節で述べたとおりである。
　次にインソルベントなときの汚染量であるが、
これは、3.3 節におけるインソルベントなときの
汚染量の分析と同じ結果となる。
　次に注意水準移行初期資産の変化を調べる。
（26）式の に を代入した式が成立し、そのと
き、 であるから、
 （34）
が成立する。（34）式の両辺を ， ， で全微分
し整理すると
 （35）
が得られる。つまり、損害賠償率が増加するに伴
い、注意水準移行初期資産が減少することがわ
かった。
　図 4 は、理想状態、損害賠償率 0.8（ ）
の場合、損害賠償率 0.5（ ）の場合の 3 つ
の場合の汚染量曲線を示したものである。調整乗
数が適用されている場合は、その値は公式により
算出したものである。ソルベントなときの汚染量
は、3 つの状態いずれも最適値（＝ 21.8）であるが、
インソルベントなときの汚染量は、理想状態が最
も少なく、損害賠償率 0.8 のときの方が損害賠償
率 0.5 のときより少ない。注意水準移行初期資産
も理想状態のときが約 350 と最も小さく、損害賠
償率 0.8 のときが約 470、損害賠償率 0.5 のとき
が約 830 となっている。したがって、企業の初期
資産が約 830 未満の場合は、損害賠償率 0.8 のと
きの方が、損害賠償率 0.5 のときよりも、汚染量
がより最適値に近い。つまり、企業の初期資産が
約 830 未満の場合は、同じように調整乗数を公式
により算出しても、損害賠償率 0.8 の方が損害賠
理想状態 α=0.5，β=2 α=0.8，β=1.25
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図 4　ソルベントなときの汚染量を最適化したときの損害賠償率の効果
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償率 0.5 の場合より社会的厚生が大きい。初期資
産が約 830 以上の場合は、損害賠償率 0.8 の場合
と損害賠償率 0.5 の場合とでは厚生水準に差はな
い。このことは、汚染量のみから判断すると、調
整乗数を公式により算出し常にソルベントなとき
の汚染量が最適化されるようにしたとき、損害賠
償率を引上げた方が社会的厚生が大きくなること
を、つまり、訴訟コストが増加する点を勘案して
も、損害賠償率の引上げによって社会的厚生が改
善する可能性があることを意味している。以上よ
り、次の命題を得る。
　【命題 3】
　調整乗数を公式により算出して常にソルベント
なときの汚染量が最適化されるようにして、損害
賠償率を増加させると①インソルベントなときの
汚染量は減少する、②注意水準移行初期資産は減
少する、③社会的厚生は増加する。したがって、
損害賠償率の引上げに伴い訴訟コストが増加する
ことを勘案しても、損害賠償率の引上げにより必
ず社会的厚生が悪化するとはいえない。
4．考察
4.1　損害賠償率の引上げによる厚生改善
　法と経済学においては、損害賠償法は、企業の
防災活動を最適化させ社会的厚生を最大化する機
能（抑止力）を有するとされるが、それは理想状
態という現実とは著しく乖離した状態においての
みであり、損害賠償率が 1 未満であるという現実
に近い設定においては、命題 1 および図 2 が示す
とおり、損害賠償法の標榜する抑止力が大きく劣
化することがわかった。つまり、環境リスクに起
因する損害のように、被害者が自身に発生した損
害を認識することが容易ではなく、さらに、認識
できたとしても企業の活動と自身の被害の因果関
係を立証することが非常に困難で、加えて、訴訟
コストが高額な場合には、損害賠償法による抑止
力は、極めて限定されたものとなると考えられる。
また、命題 3 および図 4 が示すとおり、たとえ調
整乗数によってソルベントなときの汚染量が最適
化されている場合であっても、損害賠償率を引上
げればインソルベントなときの汚染量が抑制され
厚生が改善される。特に、小規模な生産活動が大
規模な損害を生じさせる可能性が大きい環境リス
クについては、インソルベントなときの汚染量を
選択する企業の数は多くなることが予想されるた
め、他のリスク、たとえば企業が所有する自動車
の交通事故によるリスクなどに比較すれば、損害
賠償率を引上げることによる厚生改善の程度は、
はるかに大きくなると考えられる。したがって、
環境リスクに限定すれば、損害賠償率の引上げに
よる訴訟コストの増加を勘案しても、損害賠償率
を引上げることで厚生改善が見込める可能性が大
きい。
4.2　調整乗数による厚生改善
　法と経済学の公式を用いて算出した調整乗数を
一律に適用した場合、損害賠償額の調整を行なわ
ない場合は賠償資力があった企業が調整乗数の適
用によって賠償資力を失うことから、インソルベ
ントな場合の汚染量を採用する企業の資産レベル
が大きくなり、結果として、調整乗数を適用する
ことによって逆に採用する汚染量が増加する企業
が存在することがわかった。つまり、公式から算
出した調整乗数を一律に適用すると、厚生が悪化
する場合もありうるということである。このこと
は、Boyd and Ingberman（1999）の結論を支持
するものである。この問題を解決するためには、
調整乗数の適用によってインソルベントなときの
汚染量を採用するような資産レベルの低い企業に
対しては、公式で算出した調整乗数を一律に適用
せずに、裁判官が公式で算出された調整乗数より
も小さい調整乗数を認定すること（以下「調整乗
数の最適化」という。）によって、これらの企業
がソルベントなときの汚染量を採用するように誘
導する必要がある。最適化された調整乗数の適用
によって、すべての資産レベルの企業において厚
生が改善するか、もしくは、変化しないこととな
る。
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4.3　損害賠償法の抑止力の改善策
　環境リスクに起因する損害に対して損害賠償法
を適用するとき、損害賠償法の抑止力が著しく減
退することから、その効果の改善策を講じる必要
がある。その際には、英米法で導入されている調
整乗数を用いた政策とともに、損害賠償率を引上
げる政策も同時に導入した方がより効果的である
と考えられる。現状の損害賠償制度では、損害賠
償金はすべての訴訟コストをてん補するものでは
ないことから、被害者が救済される度合いは低
い。特に、環境リスクに起因する損害に関する訴
訟は訴訟コストが大きくなることから、被害者が
救済される度合いは一層低くなる。ところで、調
整乗数により算出された調整損害賠償額は、被害
者の実際の損害額より大きくなる。調整損害賠償
額のうち、被害者の実際の損害額と被害者が訴訟
に要した費用の和に相当する額を被害者が受取る
ようにすれば、被害者の救済される度合いは現状
に比べて著しく改善し、そのことが潜在的被害者
が提訴する可能性を高める。つまり、損害賠償率
を引上げる効果を有する。さらに、調整損害賠償
額の残額がある場合は、それを原資として損害賠
償率を引上げる政策を実施する。たとえば、所得
水準が低い被害者が負担する訴訟コストに対して
補助金を与えることが考えられる。また、ドイツ
を中心としてヨーロッパで販売されている訴訟費
用保険と同様のてん補内容を有する、訴訟費用を
カバーする公的保険制度を構築することも考えら
れる。もちろん、その場合の保険制度は健康保険
と同様の所得の再分配機能を有するものが望まし
い。
5．まとめ
　ほとんどすべての先行研究が無視していた、環
境リスクにおいて特に懸念される企業の破産を考
慮すると、従来の法と経済学における公式のみで
調整乗数を算出しても社会的厚生を改善できない
場合があり、さらに、調整乗数によってソルベン
トなときの汚染量が最適であるように維持しなが
ら損害賠償率を引上げたとき、訴訟コストの増加
というネガティブな側面を勘案しても社会的厚生
を改善できる可能性があるという多くの先行研究
とは異なる知見が得られた。
　したがって、日本で調整損害賠償を導入する場
合には、企業の破産をできるだけ少なくするよう
に調整乗数を変化させつつ、調整損害賠償の一
部を原資として訴訟コストを負担する被害者に補
助金を給付するなどの、損害賠償率を引上げる政
策を同時に行なう方がより効果的な政策となりう
る。
　日本における損害賠償法の役割は損害の公平な
分担や損害の原状回復にあって、抑止力、換言す
れば社会的厚生の最大化は、日本の損害賠償法の
目標ではないという論者が多い。
　また、調整損害賠償によって企業が被害者の実
際の損害額以上の額を支払うのは、公序に反する
ことであると論じる者も多い。
　しかしながら、いかなる損害賠償法であっても、
抑止力を有することが確かであり、その抑止力を
有効に活用する機会を逃しているのは問題だとい
わざるを得ない。
　さらに、本論で論じた、損害賠償率の引上げ政
策は、損害の公平な分担や損害の原状回復にも資
する政策である。加えて、損害賠償率の引上げ政
策が効力を発揮すれば、調整乗数は 1 に近づくこ
とから、公序に反する度合いも小さくなる。
　したがって、環境リスクのように損害賠償率が
著しく低いと思われるリスクに限定して、調整損
害賠償を導入し、日本における損害賠償制度の役
割も十分確保しながら、社会的厚生をも改善して
いき、その結果として制度の公序に反する度合い
が小さくなるという政策の実施の検討を行なうべ
きであろう。
注
1） たとえば、筆者が公害訴訟を専門に扱う弁護士に
インタビューしたところ、「もし訴訟コストが軽
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減できれば原告の数は 2 ～ 3 倍になるだろう。」
との回答を得た。
2） 懲罰的損害賠償の起源は、加害者の行為が悪質で
ある場合に、その加害者への民事的制裁である
が、現在の法と経済学の理論においては、その「懲
罰的要素」は完全に取り払われている。
3） 数値シミュレーションで用いた具体的な関数は、
桑名（2010）における数値シミュレーションで
採用したものと同じであるので、関数の特定化に
ついては、同文献を参照されたい。
4） 法と経済学における注意水準とは、企業の防災水
準を表す指標である。具体的に何をもって注意水
準とするかはモデルによって異なる。防災費用、
金銭的費用を要しない防災努力などが注意水準
とされることが多い。本論において、注意水準を
米国の法と経済学では一般的でない汚染量とし
たのは、前述のとおり英米法と日本法の違いを考
慮したためである。
5） 後述するが、初期資産が注意水準移行初期資産よ
り小さければインソルベントなときの注意水準
（汚染量）が採用され、初期資産が注意水準移行
初期資産より大きければ、ソルベントなときの注
意水準（汚染量）が採用される。したがって、注
意水準移行初期資産の値は、企業の初期資産を変
化させた場合に、注意水準（汚染量）がインソル
ベントなときの注意水準（汚染量）からソルベン
トなときの注意水準（汚染量）へ移行（または、
逆方向に移行）するときの初期資産の水準を示す
ものとなる。
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